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【届出の対象とした募集有価証券の種類】 新株予約権証券

(行使価額修正条項付新株予約権付社債券等)

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 15,047,500円
 

新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算した金額

 1,870,047,500円
 

(注)　行使価額が修正又は調整された場合には、新株予約権の払

込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額の合計額を合算した金額は増加又は減少します。ま

た、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合

及び当社が取得した新株予約権を消却した場合には、新株

予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の合計額を合算した金額は減少します。

 
【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 2,500個

発行価額の総額 15,047,500円

発行価格 6,019円(本新株予約権の目的である株式１株当たり6.019円)

申込手数料 該当事項なし

申込単位 １個

申込期間 平成29年５月８日

申込証拠金 該当事項なし

申込取扱場所 株式会社スリー・ディー・マトリックス　管理部

払込期日 平成29年５月８日

割当日 平成29年５月８日

払込取扱場所 株式会社三井住友銀行　小石川支店
 

(注) １．株式会社スリー・ディー・マトリックス第17回新株予約権(第三者割当て)(以下「本新株予約権」といいま

す。)は、平成29年４月18日開催の当社取締役会決議にて発行を決議しております。

２．申込み及び払込みの方法は、本届出書の効力発生後、払込期日までに本新株予約権の総数引受契約を締結

し、払込期日に上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

３．本新株予約権の募集は第三者割当ての方法によります。

４．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

 

当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等の

特質

１　本新株予約権の目的となる株式の総数は2,500,000株、割当株式数(別記「新株予

約権の目的となる株式の数」欄第１項に定義する。)は1,000株で確定しており、

株価の上昇又は下落により行使価額(別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

１項第(2)号に定義する。)が修正されても変化しない(但し、別記「新株予約権の

目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整されることがある。)。なお、株価

の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達

の額は増加又は減少する。

 ２　行使価額の修正基準：本新株予約権の行使価額は、本新株予約権の各行使請求の

効力発生日の直前取引日における当社普通株式の東京証券取引所における普通取

引の終値(以下「終値」という。)(同日に終値がない場合には、その直前の終値)

の90％に相当する金額(１円未満の端数を切り上げる。)が、当該効力発生日の直

前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、当該効力発生日

以降、当該金額に修正される。

 ３　行使価額の修正頻度：行使の際に本欄第２項に記載の条件に該当する都度、修正

される。

 ４　行使価額の下限：当初446円(但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第

３項の規定を準用して調整されることがある。)

 ５　割当株式数の上限：本新株予約権の目的となる株式の総数は2,500,000株(発行済

株式総数に対する割合は11.61％、割当株式数は1,000株で確定している。)

 ６　本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本欄第４項に記載の行使

価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額)：

1,130,047,500円(但し、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

 ７　本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取得を可能

とする条項が設けられている(詳細は、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取

得の条件」欄を参照)。

新株予約権の目的となる

株式の種類

当社普通株式

完全議決権株式であり、権利内容に何らの限定のない当社の標準となる株式である。

なお、当社は１単元を100株とする単元株制度を採用している。

新株予約権の目的となる

株式の数

１　本新株予約権の目的である株式の総数は、2,500,000株とする(本新株予約権１個

当たりの目的たる株式の数(以下「割当株式数」という。)は1,000株とする。)。

但し、本欄第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場合には、本新株予

約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとす

る。

 ２　当社が別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項の規定に従って行使価額

の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の

結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使

価額及び調整後行使価額は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項に

定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。
 

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額
 

 

 ３　調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る別記「新株予約権の行使時の

払込金額」欄第３項第(2)号、第(5)号及び第(6)号による行使価額の調整に関し、

各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

 ４　割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前

日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前

割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通

知する。但し、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項第(2)号⑤に定め

る場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、

適用開始日以降速やかにこれを行う。
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新株予約権の行使時の払

込金額

１　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使

価額に割当株式数を乗じた額とする。

 (2) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額(以

下「行使価額」という。)は、当初742円とする。

 ２　行使価額の修正

別記「(2) 新株予約権の内容等(注)」欄第６項第(3)号に定める本新株予約権の各

行使請求の効力発生日(以下「修正日」という。)の直前取引日の東京証券取引所

における当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の

終値)の90％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額(以下「修正日価

額」という。)が、当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は

下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。

但し、修正日にかかる修正後の行使価額が446円(以下「下限行使価額」といい、

本欄第３項の規定を準用して調整される。)を下回ることとなる場合には行使価額

は下限行使価額とする。

 ３　行使価額の調整

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社

の普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次

に定める算式(以下「行使価額調整式」という。)をもって行使価額を調整す

る。
 

     
既発行株式数

 
＋

新発行・
処分株式数

×
１株当たりの
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
 

 

 (2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後の行使価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

 ①　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに

発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てによる

場合を含む。)(但し、新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含

む。)の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通

株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、

及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除

く。)

調整後の行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最

終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる発

行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。

 ②　株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用す

る。

 ③　下記第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付す

る定めのある取得請求権付株式又は下記第(4)号②に定める時価を下回る払込

金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債

に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合(但し、当社又はその関係

会社(財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定め

る関係会社をいう。)の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当

てる場合を除く。)

調整後の行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予

約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用

して算出するものとし、払込期日(新株予約権の場合は割当日)以降又は(無償

割当ての場合は)効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用

する。
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 ④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付社債

に付されたものを含む。)の取得と引換えに下記第(4)号②に定める時価を下

回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後の行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

 ⑤　本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基

準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としていると

きには、本号①乃至③にかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があっ

た日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から

当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対

しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。
 

 
株式数

 
＝

(調整前行使価額－調整後行使価額) ×
調整前行使価額により当該
期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

 (3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差

額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行

使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使

価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引

いた額を使用する。

 (4) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数

第２位を四捨五入する。

 ②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が初めて適用される

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値の平均値(終値のない日数を除く。)とする。この

場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四

捨五入する。

 ③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を

与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合

は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式

を控除した数とする。また、上記第(2)号⑤の場合には、行使価額調整式で

使用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株

式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

 (5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、本新株予約権者と協議の上、その承認を得て、必要な行使価額の

調整を行う。

 ①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の

調整を必要とするとき。

 ②　その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生によ

り行使価額の調整を必要とするとき。

 ③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調

整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影

響を考慮する必要があるとき。

 (6) 上記第(2)号の規定にかかわらず、上記第(2)号に基づく調整後の行使価額を初

めて適用する日が本欄第２項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、

当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調整を行う。

 (7) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後の行使価額の適用開始日の前日

までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前

の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書面で

通知する。但し、上記第(2)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上

記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。
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新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額

1,870,047,500円

別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項又は第３項により、行使価額が修正

又は調整された場合には、上記株式の払込金額の総額は増加又は減少する。また、本

新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約

権を消却した場合には、上記株式の払込金額の総額は減少する。

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額

１　本新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求に

係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求に

係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的と

なる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。

 ２　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計

算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じ

た金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額

とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の

額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 平成29年５月９日から平成31年５月８日までとする。

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び

払込取扱場所

１　本新株予約権の行使請求受付場所

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

２　本新株予約権の行使請求取次場所

該当事項なし

３　本新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社三井住友銀行　小石川支店

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の

事由及び取得の条件

１　当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予

約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知をし

た上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当たり6,019円の価額

で、本新株予約権者(当社を除く。)の保有する本新株予約権の全部又は一部を取

得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法によ

り行うものとする。

 ２　当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しく

は株式移転(以下「組織再編行為」という。)につき当社株主総会で承認決議した

場合、当該組織再編行為の効力発生日前に、本新株予約権１個当たり6,019円の価

額で、本新株予約権者(当社を除く。)の保有する本新株予約権の全部を取得す

る。

 ３　当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘

柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄

に指定された日又は上場廃止が決定した日から２週間後の日(休業日である場合に

は、その翌営業日とする。)に、本新株予約権１個当たり6,019円の価額で、本新

株予約権者(当社を除く。)の保有する本新株予約権の全部を取得する。

新株予約権の譲渡に関す

る事項

該当事項なし

代用払込みに関する事項 該当事項なし

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項

該当事項なし
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(注) １．本新株予約権の発行により資金調達をしようとする理由

当社は、下記「(資金調達の目的)」に記載の資金調達を行うために、様々な資金調達方法を検討いたしまし

たが、下記「２．本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する

予定の取決め内容　(2) 資金調達方法の選択理由　(他の資金調達方法との比較)」に記載のとおり、公募増

資やMSCB等の各種資金調達方法には各々メリット及びデメリットがある中で、メリルリンチ日本証券株式会

社(以下「メリルリンチ日本証券」といいます。)より提案を受けた下記「２．本新株予約権に表示された権

利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決め内容　(1) 資金調達方法の概要」

に記載のスキーム(以下「本スキーム」といいます。)は、下記「２．本新株予約権に表示された権利の行使

に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決め内容　(2) 資金調達方法の選択理由　(本

スキームの特徴)」に記載のメリットがあることから、下記「２．本新株予約権に表示された権利の行使に

関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決め内容　(2) 資金調達方法の選択理由　(本ス

キームのデメリット)」に記載のデメリットに鑑みても、本スキームによる資金調達方法が当社の資金調達

ニーズに最も合致していると判断いたしました。そのため、本新株予約権(行使価額修正条項付新株予約権)

の発行により資金調達を行おうとするものであります。

(資金調達の目的)

当社グループは、米国マサチューセッツ工科大学(以下「MIT」といいます。)からライセンス供与を受け、

独占的・全世界事業化権を保有している自己組織化ペプチド技術を基盤技術として、外科領域・再生医療領

域・ドラッグデリバリ－システム(※１)(以下「DDS」といいます。)領域における医療機器等の研究開発を

行っております。現在、外科領域及び再生医療領域に加え、DDS領域でパイプラインを有しており、当該パ

イプラインを上市して製品販売による収益の拡大を目指しております。

主要パイプラインである医療機器の吸収性局所止血材(以下「本止血材」といいます。)に関しては製品販売

をグローバルに展開を進めており、平成26年１月に欧州にてCEマーキングの認証を取得しEU加盟国で販売開

始、同CEマーキング適用圏であるアジア・オセアニア・南米で製品販売を開始しております。

一方、日本国内においても本止血材に関して平成29年４月11日に臨床試験を開始するための治験計画届の独

立行政法人医薬品医療機器総合機構(以下「PMDA」といいます。)への提出を行い、平成29年５月～６月に治

験を開始する予定です。過去に日本国内では平成23年５月に治験を終了し製造販売承認申請を実施しました

が、止血の有効性評価に関してより精度の高い検証が必要との判断から平成27年３月に製造販売承認申請を

取り下げました。再度の臨床試験が必要となりPMDAとの協議も進めてまいりましたが、内視鏡的粘膜下層剥

離術下の漏出性出血に対する止血効果等の有効性評価や安全性評価を含めた総合的判断を行うという治験計

画を構築いたしました(詳細は当社の平成29年４月11日付の適時開示資料「吸収性局所止血材(TDM-621)の治

験計画届の提出に関するお知らせ」をご参照下さい。)。この治験を確実に実行し製造販売承認申請を実施

すべく、今回の資金調達によりCRO(※２)費用や医療施設等への委託費用に充当したく考えております。ま

た国内の製造・販売体制については、扶桑薬品工業株式会社との間で契約を維持し上市に向けた体制構築を

進めております。

また、今後のグローバル展開に際して製品ラインナップを拡充すべく、次世代の止血材開発、癒着防止材の

製品化に向けた前臨床試験を実施しており、次のステップである臨床試験フェーズに移行させている段階で

す。

次世代止血材とは、上述の本止血材と異なる新しいペプチド配列を用いた開発品であり、MITからライセン

ス供与を受けた自己組織化ペプチド技術をベースとした開発品です。本止血材より止血効果に優れ、ペプチ

ド原材料価格のコスト低減等の優位性があることから、将来的に次世代止血材を主力製品として市場に供給

すべく開発に取り組んでおります。しかしながら、前臨床試験から次のステップである臨床試験や製品化に

向けた検討に進むためには資金を要することから、今回の調達資金により研究開発を推進すべく取り組んで

まいります。

癒着防止材とは、外科領域の分野で新しく研究開発を進めているパイプライン候補であり、MITからライセ

ンス許与を受けた自己組織化ペプチド技術をベースとした開発品です。外科等の手術において術後に生じる

組織や器官の癒着は合併症のリスクや弊害を招くことから課題となっており、癒着を防止又は軽減すること

で手術時間短縮や患者のQOL(Quality of Life：生活の質、以下「QOL」といいます。)改善に繋がります。

このQOL改善に向けた製品化を目指し、一定程度の基礎研究成果を得たことから、今回の調達資金により更

に基礎研究を進め、製品化に向けた検討を進めてまいります。
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以上の状況を踏まえ、外科領域の開発動向を更に推し進めるための機動的な開発資金を確保し、主要パイプ

ラインの本止血材の国内開発を推進するための研究開発資金、グローバルに新製品を投入していくための次

世代止血材や癒着防止材の製品化に向けた研究開発資金、グローバル展開を加速させるための原材料調達資

金及び製造設備の拡充資金を調達し企業価値の向上への投資を実施してまいります。その他では、現時点で

各取引銀行より450百万円の短期借入を行っておりますが、負債比率は約17％であるものの、今回の調達資

金での返済を行い、各取引銀行からの与信枠を確保しておくことが安定的な事業運営にも繋がると考えるこ

とから、借入金の返済に充当する予定です。今回の資金調達により中長期的な財務基盤を強化し、当社グ

ループの事業戦略の実行を確かなものとすることに加え長期的な安定的成長、企業価値の向上を目指してま

いります。

※１　必要な薬物を必要な部位で必要な長さの時間、作用させるための薬物送達システム

※２　CRO(Contract Research Organization：受託臨床試験実施機関)とは治験業務の支援企業であり、

主に試験実施計画策定や症例登録/モニタリング業務を行い、データマネジメントや統計解析等の

業務を担います。

２．本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決め内容

(1) 資金調達方法の概要

今回の資金調達は、当社がメリルリンチ日本証券に対し、行使可能期間を約２年間とする行使価額修正条

項付き新株予約権(行使価額修正条項の内容は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に記載

されています。)を第三者割当ての方法によって割り当て、メリルリンチ日本証券による新株予約権の行

使に伴って当社の資本が増加する仕組みとなっています。

当社は、メリルリンチ日本証券との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に、下記の内容を含

むコミットメント条項付き第三者割当て契約を締結いたします。

(本新株予約権の行使の指定)

コミットメント条項付き第三者割当て契約は、あらかじめ一定数の行使価額修正条項付き新株予約権(行

使価額修正条項の内容は、別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に記載されています。)をメ

リルリンチ日本証券に付与した上で、今後資金需要が発生した際に、当社が、一定の条件に従って本新株

予約権を行使すべき旨及び行使すべき本新株予約権の数を指定(以下「行使指定」といいます。)できる仕

組みとなっており、メリルリンチ日本証券は、かかる指定を受けた場合、指定された数の本新株予約権

を、60取引日の期間中に、当社普通株式の終値が下限行使価額の120％に相当する金額を下回った場合や

当社から本新株予約権の取得に関する通知を受け取った場合には指定された数の本新株予約権を行使しな

いことができる等、一定の条件及び制限のもとで、行使することをコミットします。当社は、この仕組み

を活用することにより、資金需要に応じた機動的な資金調達を行うことができます。

但し、当社が一度に指定できる本新株予約権の数には一定の限度があり、本新株予約権の行使により交付

されることとなる当社普通株式の数が、指定の前日までの１ヶ月間又は３ヶ月間における当社普通株式の

１日当たり平均出来高数のいずれか少ない方の６日分を超えないように指定する必要があります。複数回

の指定を行う場合には60取引日以上の間隔を空けなければならず、また、当社普通株式の終値が本新株予

約権の下限行使価額の120％に相当する金額を下回る場合、未公表のインサイダー情報等がある場合、当

社の財政状態又は業績に重大な悪影響をもたらす事態が発生した場合等一定の場合には当社はかかる指定

を行うことはできません。なお、当社は、上記の指定を行った場合、その都度、東京証券取引所を通じて

適時開示を行います。

(本新株予約権の行使の停止)

当社は、その裁量により、本新株予約権の全部又は一部につき、行使することができない期間を指定(以

下「停止指定」といいます。)することができます。停止指定の期間は当社の裁量により決定することが

でき、また、当社は、一旦行った停止指定をいつでも取り消すことができます。但し、上記の本新株予約

権を行使すべき旨の指定を受けてメリルリンチ日本証券がコミットしている本新株予約権の行使を妨げる

こととなるような停止指定を行うことはできません。

(本新株予約権の取得に係る請求)

メリルリンチ日本証券は、平成29年５月９日から平成31年３月31日の間のいずれかの取引日における当社

普通株式の終値が本新株予約権の下限行使価額を下回った場合に当該取引日の翌取引日に当社に対して通

知することにより、又は平成31年４月１日以降平成31年４月12日までに当社に対して通知することによ

り、本新株予約権の取得を請求することができ、かかる請求がなされた場合、当社は、別記「自己新株予

約権の取得の事由及び取得の条件」欄第１項に従い、当該時点で残存する新株予約権の払込金額と同額の

金銭を支払うことにより、原則として15取引日以内に本新株予約権を取得します。

(本新株予約権の譲渡)

コミットメント条項付き第三者割当て契約に基づいて、本新株予約権の譲渡には当社取締役会の承認が必

要となり、また、本新株予約権が譲渡された場合でも、当社が割当予定先に対して本新株予約権の行使指

定、停止指定及びその取消しを行う権利、並びに割当予定先が当社に対して本新株予約権の取得を請求す

る権利は、譲受人に引き継がれます。
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(2) 資金調達方法の選択理由

上記の資金調達方法は、当社が新株予約権の行使の数量及び時期を相当程度コントロールすることができ

るという特徴をもっています。すなわち、当社に資金需要が発生し、本新株予約権の行使を希望する場合

には、一定の期間内に行使すべき本新株予約権の数を指定することができ、一方で、株価動向等を勘案し

て当社が本新株予約権の行使を希望しない場合には、本新株予約権を行使することができない期間を指定

することもできる手法(エクイティ・コミットメントライン)です。そのため、資金需要に応じた柔軟な資

金調達が可能になるとともに、株価に対する一時的な影響が小さいものと考えられます。

当社は、今回の資金調達に際し、多様な資金調達手段を検討し、以下のような点を総合的に勘案した結

果、本スキームによる資金調達は、資金調達額や時期をある程度コントロールすることができ、一時に大

幅な株式価値の希薄化が生じることを抑制することが可能であり、既存株主の利益に配慮しながら当社の

資金ニーズに対応しうる、現時点における最良の選択であると判断しました。

(本スキームの特徴)

①　当社の資金需要や株価動向を総合的に判断した上で、柔軟な資金調達が可能であること。

②　本新株予約権の目的である当社普通株式数は2,500,000株で一定であるため、株価動向によらず、最

大増加株式数は限定されていること(平成28年10月31日の総議決権数215,339個(発行済株式数

21,541,600株)に対する最大希薄化率は、11.61％)。

③　当社普通株式の終値が下限行使価額の120％に相当する金額を下回る場合、割当予定先に対して本新

株予約権の行使を指定することはできず、また、当社普通株式の終値が下限行使価額を下回る場合、

割当予定先が本新株予約権の取得を請求する権利を有することになるというデメリットはあるが、本

新株予約権の行使価額には上限が設定されていないため、株価上昇時には調達金額が増大するという

メリットを当社が享受できること。

④　当社の判断により、本新株予約権の払込金額と同額の金銭を支払うことで、本新株予約権の全部又は

一部を取得することができること。

⑤　メリルリンチ日本証券は、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式を長期間保有する意思を

有しておらず、また、当社の経営に関与する意図を有していないこと。

⑥　メリルリンチ日本証券は、本新株予約権の行使により取得する当社普通株式に関連して株券貸借に関

する契約を締結する予定はないこと。

⑦　メリルリンチ日本証券に本スキームと同様のスキームに関して十分な実績があると認められること。

(本スキームのデメリット)

①　市場環境に応じて、行使完了までには一定の期間が必要となること。

②　株価が下落した場合、実際の調達額が当初の予定額を下回る可能性があること。

③　株価が下限行使価額を下回って推移した場合、調達ができない可能性があること。

(他の資金調達方法との比較)

①　公募増資による新株の発行は、資金調達が一時に可能となりますが、同時に１株当たり利益の希薄化

をも一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること。

②　株価に連動して転換価額が修正される転換社債型新株予約権付社債(いわゆる「MSCB」)については、

その発行条件及び行使条件等は多様化しているものの、一般的には、転換により交付される株数が転

換価額に応じて決定されるという構造上、転換の完了まで転換により交付される株式総数が確定しな

いため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること。

③　他の行使価額修正型の新株予約権については、行使の制限や制限の解除のみが可能なスキームがあり

ますが、本スキームでは、これらに加えて、一定期間内に行使すべき新株予約権の数を指定すること

も可能であり、より機動的な資金調達を図りやすいと考えられること。また、行使価額が修正されな

い新株予約権については、株価上昇時にその上昇メリットを当社が享受できず、一方で株価下落時に

は行使が進まず資金調達が困難となること。

④　第三者割当てによる新株の発行は、資金調達が一時に可能となりますが、同時に１株当たり利益の希

薄化をも一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられること、及び現時点

では新株の適当な割当先が存在しないこと。

⑤　借入れによる資金調達は、調達金額が負債となるため、財務健全性の低下が見込まれること。

３．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項なし

４．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取

決めの内容

該当事項なし

５．その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項なし
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６．本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使する場合、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約権を行使することがで

きる期間中に別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求受

付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。

(2) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の全額を現金にて別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄に

定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。

７．新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

８．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の

規定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等

の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項なし
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,870,047,500 15,000,000 1,855,047,500
 

(注) １．払込金額の総額は、本新株予約権の払込金額の総額(15,047,500円)に本新株予約権の行使に際して出資され

る財産の価額の合計額(1,855,000,000円)を合算した金額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．行使価額が修正又は調整された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は増加又は減少します。ま

た、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合に

は、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少します。

４．発行諸費用の概算額は、弁護士費用、価額算定費用、信託銀行費用等の合計額であります。

 

(2) 【手取金の使途】

 

具体的な使途
金額
(百万円)

支出予定時期

①　日本における本止血材の製品化に向けた開発費用
(治験費用及び申請関連費用)

400
平成29年６月
　　～平成31年４月

②　欧州等における次世代止血材の研究開発費用及び認証取得費
用

500
平成29年10月
　　～平成32年４月

③　欧州等における癒着防止材の研究開発費用 100
平成29年10月
　　～平成32年４月

④　本止血材の原材料調達費用・製造設備の拡充費用 600
平成29年５月
　　～平成31年４月

⑤　次世代止血材の原材料調達費用・製品化に向けた検討費用 100
平成29年５月
　　～平成31年４月

⑥　借入金返済 155
平成29年８月
　　～平成30年４月

合計 1,855  
 

 

①　日本における本止血材の製品化に向けた開発費用(治験費用及び申請関連費用)

本止血材の臨床試験開始に向けて、平成27年３月13日付で国内製造販売承認申請を取り下げ、再度の国内臨床

試験を目指しておりましたが、PMDAとの相談の結果、内視鏡的粘膜下層剥離術下の漏出性出血に対する本止血材

の止血効果等の有効性評価や安全性評価を含めた総合的判断を行うという治験計画を構築いたしました。平成29

年４月11日に治験計画届を提出したことから、平成29年５月～６月にかけて消化器内視鏡治療の領域において、

主に有効性を従来の止血法と比較する試験を開始する予定であり、治験終了後に日本国内での製造販売承認の取

得を目指しております。

本治験に関する臨床試験費用、その後の製造販売承認申請に関する費用(※)の開発資金を調達し、製造販売を

早期に進めることで企業価値を高めたいと考えております。かかる調達資金は、人件費、CRO費用、治験施設への

委託費用や統計解析等の外部委託費に充当する予定であり、日本国内での製造販売の承認取得までに要する費用

をカバーするものです。

　

※臨床試験終了後に本申請を提出する計画としておりますが、臨床試験の結果に応じて申請を行わない場合に

は当該費用への開発資金への充当はせず、運転資金に充当する予定です。
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②　欧州等における次世代止血材の研究開発費用及び認証取得費用

現在、本止血材製品を欧州、アジア・オセアニア、南米含めグローバルに販売開始しており、販売拡大に向け

注力しておりますが、将来的な競合環境も見据え差別化を図るべく付加価値の高い次世代止血材の開発にも着手

しております。次世代止血材の製品開発に際し、前臨床試験・臨床試験・CEマーキング認証取得申請・承認取得/

上市という全体の開発フェーズがありますが、現在は原材料であるペプチドをベースとした濃度調製/製品モデル

の検証等の前臨床試験フェーズを概ね終了し、臨床試験を実施可能な段階です。この開発を進展させるべく欧州

等での臨床試験費用、CEマーキング認証取得までの費用に今回の調達資金を充当したく考えており、主に人件

費、各試験費用、医療施設との臨床試験委託契約費用等の委託費用に充当する予定であり、将来的にアップグ

レードされた製品導入で用途拡大、シェア拡大を目指してまいります。

 

③　欧州等における癒着防止材の研究開発費用

当社グループは、外科領域の分野で新しいパイプラインの研究開発を進めております。現在、外科等の手術に

おいて術後に生じる組織や器官の癒着は合併症のリスクや弊害を招くことから課題となっており、癒着を防止又

は軽減することで手術時間短縮や患者のQOL改善に繋がります。このような状況下でQOL改善に向けた製品化を目

指しており、ペプチドを原材料とした癒着防止材の製品開発を進めております。前臨床試験・臨床試験・CEマー

キング認証取得申請・承認取得/上市という全体の開発フェーズがありますが、現在は安全性や有効性に関する各

試験のデータ化を実施していく前臨床試験の段階であり、一定程度の基礎研究成果を得たことから、臨床試験に

向けた準備を進めるため、その投資資金として今回の調達資金の一部をペプチド濃度調製や配合方法の検証、製

品化に向けた試用試験、前臨床の試験費用、人件費に充当する予定です。

　

④　止血材の原材料調達費用・製造設備の拡充費用

現在、本止血材製品を欧州、アジア・オセアニア、南米含めグローバルに販売開始しております。来期以降、

欧州では英国(DIAGMED社)/フランス(PENTAX社)/ドイツ(Nicolai社)を中心とした各販売代理店により製品供給増

を見込んでいることや、医療現場における急な需要増にも対応し医療機関に欠品なく安定的に製品供給していく

ために、ペプチド原材料の調達費用に今回の調達資金500百万円を充当したいと考えております。また本止血材製

品は製造委託先である扶桑薬品工業株式会社にて製造しておりますが、同社工場に当社が設置している製造タン

ク及び付属設備を将来の需要増加に対応できる製造スケール増強に向け検討開始しており、その製造効率を向上

させるための設備増強の費用に今回の調達資金100百万円を充当する予定です。

　

⑤　次世代止血材の原材料調達費用・製品化に向けた検討費用

現在進めている次世代止血材の開発フェーズに即し、次世代止血材用のペプチド原材料調達費用、臨床試験に

向けた治験品製造費用、製品化に向けた試用試験費用及び製品仕様や製造法試験、パッケージング検討費用に今

回の調達資金100百万円を充当する予定です。

 
⑥　借入金返済

現在、本止血材製品を欧州、アジア・オセアニア、南米含めグローバルに販売フェーズに移行しております。

製品販売に関する原材料購入やオペレーション費用等の運転資金に関して、各取引銀行からのコミットメントラ

インや与信枠を通じた借入金を一部利用しております。今回の調達資金の一部を借入金総額450百万円の返済の一

部に充当することで財務状況を改善し、安定した財務基盤を確立していく予定です。

 
(注) １　差引手取概算額については、上記のとおり支出する予定であり、支出時期までの資金管理について

は、当社の銀行預金等での安定的な金融資産で運用保管する予定でおります。

２　上記資金使途は、平成32年４月までの資金使途の内訳を記載したものでありますが、資金調達額や

調達時期は本新株予約権の行使状況により影響を受けることから、上記資金使途及びその内訳につ

いては、変更される可能性があります。また、資金を使用する優先順位としましては、実施時期が

早い事項から充当する予定であり、調達額が予定に満たない場合には、当該時点で未充当の資金使

途には充当できなくなる可能性があります。一方、調達額が予定より増額となった場合には、上記

の⑥の費用に充当する予定であります。
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また、割当予定先との間で締結するコミットメント条項付き第三者割当て契約には、当社による行

使指定条項が定められておりますが、株価等によっては、当社が割当予定先に行使指定を行って

も、十分な資金を調達できない場合もあります。したがいまして、市場における当社株価の動向等

によっては本新株予約権の全部又は一部が行使されない可能性を含んでおります。

このように本新株予約権によって十分な資金を調達することができなかった場合には、別途の手段

による資金調達の実施又は事業計画の見直しを行う可能性があります。なお、資金使途及びその内

訳の変更や別途の資金調達の実施、事業計画の見直しを行った場合、その都度、速やかに開示を行

います。

 
第２ 【売出要項】

 

該当事項なし
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

ａ．割当予定先の概要

 

名称 メリルリンチ日本証券株式会社

本店の所在地 東京都中央区日本橋一丁目４番１号　日本橋一丁目三井ビルディング

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　　瀬口　二郎

資本金 119,440百万円

事業の内容 金融商品取引業

主たる出資者及びその出資比率 メリルリンチ・インターナショナル・インコーポレーテッド　100％
 

(注)　割当予定先の概要の欄は、平成29年４月17日現在のものであります。

　

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

 

出資関係

当社が保有している割当予定先の株式の数 なし

割当予定先が保有している当社の株式の数 なし

人事関係  該当事項なし

資金関係  該当事項なし

技術関係  該当事項なし

取引関係  該当事項なし
 

(注)　提出者と割当予定先との間の関係の欄は、平成29年４月17日現在のものであります。

 
ｃ．割当予定先の選定理由

当社としては様々な資金調達先を検討してまいりましたが、メリルリンチ日本証券より提案を受けた本スキーム

による資金調達方法が、株価に対する一時的な影響を抑制しつつ、株価動向及び資金需要動向に応じた機動的な新

株発行による資金調達を達成したいという当社のファイナンスニーズに最も合致していると判断しました。

当社は、メリルリンチ日本証券以外に他の国内外の金融機関からも資金調達の方法の説明や提案を受け、公募増

資、MSCB、借入れ等の各種資金調達方法を検討いたしました。公募増資につきましては、資金調達が一時に可能と

なりますが、同時に１株当たり利益の希薄化をも一時に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大きいと考

えられること、MSCBにつきましては、一般的には、転換により交付される株数が転換価額に応じて決定されるとい

う構造上、転換の完了まで転換により交付される株式総数が確定しないため、株価に対する直接的な影響が大きい

と考えられること、さらに借入れにつきましては、調達金額が負債となるため、財務健全性の低下が見込まれるこ

と等、当社のニーズに合致するものではありませんでした。

また、当社は、メリルリンチ日本証券以外に他の国内外の金融機関からも本スキームに類似した資金調達方法の

提案も受けました。その中で、メリルリンチ日本証券から提案を受け、本新株予約権の行使により取得する当社株

式の売却方法として、メリルリンチ日本証券が有するトレーディング機能等を活用して、株価に対する影響に配慮

しつつ執行することを想定していることや、別記「第１　募集要項　１．新規発行新株予約権証券　(2) 新株予約

権の内容等(注)」欄第２項「(2) 資金調達方法の選択理由　(本スキームの特徴)」に記載した商品性やメリルリン

チ日本証券の過去の実績等を総合的に勘案して、メリルリンチ日本証券を割当予定先として選定いたしました。

(注)　本新株予約権に係る割当ては、日本証券業協会会員であるメリルリンチ日本証券により買い受けられるも

のであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」(自主規制規則)の適用を

受けて募集が行われるものです。
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ｄ．割り当てようとする株式の数

本新株予約権の目的である株式の総数は2,500,000株です(但し、別記「第１　募集要項　１．新規発行新株予約

権証券　(2) 新株予約権の内容等」の「新株予約権の目的となる株式の数」の欄に記載のとおり、調整されること

があります。)。

 
ｅ．株券等の保有方針

本新株予約権について、当社とメリルリンチ日本証券との間で、継続保有及び預託に関する取り決めはありませ

ん。また、コミットメント条項付き第三者割当て契約書において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認

が必要である旨が定められています。

メリルリンチ日本証券は、本新株予約権の行使により取得する当社株式を長期間保有する意思を有しておらず、

取得した当社株式については速やかに売却する予定である旨の報告を受けております。

また、当社は、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項

から第５項までの定めに基づき、メリルリンチ日本証券と締結するコミットメント条項付き第三者割当て契約にお

いて、原則として、単一暦月中にMSCB等(同規則に定める意味を有します。以下同じ。)の買受人の行使により取得

される株式数が、MSCB等の払込日時点における上場株式数の10％を超える場合には、当該10％を超える部分に係る

転換又は行使を制限するよう措置(メリルリンチ日本証券が本新株予約権を第三者に売却する場合及びその後本新株

予約権がさらに転売された場合であっても、当社が、転売先となる者との間で、当該10％を超える部分に係る転換

又は行使を制限する内容を約する旨定めることを含みます。)を講じる予定です。

 
ｆ．払込みに要する資金等の状況

割当予定先からは、本新株予約権の払込金額(発行価額)の総額の払込み及び本新株予約権の行使に要する資金は

確保されている旨の報告を受けており、割当予定先の完全親会社であるバンク・オブ・アメリカ・コーポレーショ

ンの平成28年12月７日提出の第３四半期報告書及び割当予定先の平成27年12月期の事業概要(金融商品取引法第46条

の４に基づく説明書類)に含まれる貸借対照表から、割当予定先及びその完全親会社における十分な現金・預金の存

在を確認したことから、当社としてかかる払込み及び行使に支障はないと判断しております。また、本日現在にお

いても、割当先からは、本新株予約権の払込金額(発行価額)の総額の払込み及び本新株予約権の行使に足りる十分

な現金・預金を保有している旨の報告を受けております。

 
ｇ．割当予定先の実態

割当予定先であるメリルリンチ日本証券は、その完全親会社であるバンク・オブ・アメリカ・コーポレーション

の株式が、ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所及び東京証券取引所に上場されております(なお、東京証

券取引所への上場につきましては、平成29年５月１日付で上場廃止となる予定です。)。メリルリンチ日本証券は金

融商品取引業者としての登録を行い、監督官庁である金融庁の監督及び規制に服しており、また日本証券業協会を

はじめとする日本国内の協会等に加盟しております。

割当予定先は、反社会的勢力の排除に関する基本方針を定め、かかる基本方針をホームページにおいて公表して

おります。また、当社は、割当予定先がかかる基本方針に基づき、反社会的勢力との関係遮断に関する組織的な対

応を推進するための統括チーム(コンプライアンス内)を設置する等、反社会的勢力排除のための取組みを行ってい

ることを、割当予定先からのヒアリング等により確認しております。

上述を踏まえ、当社は、割当予定先及び割当予定先の役員が反社会的勢力ではなく、また反社会的勢力との関係

を有していないものと判断しております。

 
２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権には譲渡制限は付されていません。但し、割当予定先との間で締結する予定のコミットメント条項付

き第三者割当て契約において、本新株予約権の譲渡の際に当社取締役会の承認が必要である旨が定められています。
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３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

当社は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先であるメリルリンチ日本証券との間で締結する予定のコミット

メント条項付き第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮した本新株予約権の価格の評価を第三者算定機関であ

る株式会社赤坂国際会計(代表者：黒崎 知岳、住所：東京都港区元赤坂１-１-８)(以下「赤坂国際会計」といいま

す。)に依頼しました。当該算定機関は、本新株予約権の発行要項及び割当予定先であるメリルリンチ日本証券との

間で締結する予定のコミットメント条項付き第三者割当て契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モ

デルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、評価基準日の市場環境、当社株式の流動性、当社の資

金調達需要、割当先の株式処分コスト、割当予定先の権利行使行動及び割当予定先の株式保有動向等を考慮した一

定の前提(当社の株価(742円)、当社株式のボラティリティ(51.2％)、配当利回り(０％)、無リスク利子率(▲

0.2％)、当社が継続的に行使指定を行うこと、当社からの通知による取得が行われないこと、割当予定先は当社か

らの行使指定に応じて市場出来高の一定割合の範囲内で速やかに権利行使及び売却を実施すること、割当予定先が

本新株予約権を行使する際に当社がその時点で公募増資等を実施したならば負担するであろうコストと同水準の割

当予定先に対するコストが発生すること、等を含みます。)を置き本新株予約権の評価を実施しました。

当社は、当該算定機関が上記前提条件を基に算定した評価額レンジ(5,938円～6,019円)を参考に、割当予定先と

の協議を経て、本新株予約権１個の払込金額を評価額レンジの上限額と同額である金6,019円としました。

また、本新株予約権の当初行使価額は、当該発行に係る取締役会決議日の直前取引日(平成29年４月17日)の当社

普通株式の普通取引の終値に相当する金額としており、その後の行使価額も、本新株予約権の各行使請求の効力発

生日の直前取引日の当社普通株式の普通取引の終値の90％に相当する金額に修正されるものの、その価額は下限行

使価額である446円を下回ることはありません。そのため、本新株予約権の行使価額は、最近６ヶ月間及び発行決議

日直前取引日の当社株価と比べて過度に低い水準となることはなく、かかる行使価額に照らしても、本新株予約権

の払込金額は適正な価額であると考えております。

当社監査役全員も、赤坂国際会計は当社と顧問契約関係になく、当社経営陣から一定程度独立していると認めら

れること、赤坂国際会計は割当予定先から独立した立場で評価を行っていること、赤坂国際会計による本新株予約

権の価格の評価については、その算定過程及び前提条件等に関して赤坂国際会計から説明又は提出を受けたデー

タ・資料に照らし、当該評価は合理的なものであると判断できることに加え、本新株予約権の払込金額は赤坂国際

会計によって算出された評価額のレンジの上限額と同額としていることから、割当予定先に特に有利でないと判断

しております。

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模の合理性に関する考え方

今回の資金調達により、平成28年10月31日現在の総議決権数215,339個(発行済株式数21,541,600株)に対して最大

11.61％の希薄化が生じます。しかしながら、当該資金調達により、別記「第１　募集要項　１．新規発行新株予約

権証券　(2) 新株予約権の内容等(注)」欄第１項に記載のとおり、今後収益の向上を図り、企業価値の増大を目指

していくこととしており、今回の資金調達はそれに伴う希薄化を考慮しても既存株主の株式価値向上に寄与するも

のと考えられ、発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると当社は判断しました。

なお、①本新株予約権の目的である当社普通株式数の合計2,500,000株に対し、当社普通株式の過去６ヶ月間にお

ける１日当たり平均出来高は244,564株であり、一定の流動性を有していること、②本新株予約権は当社の資金需要

に応じて行使をコントロール可能であり、かつ③当社の判断により新株予約権を取得することも可能であることか

ら、本新株予約権の発行は、市場に過度の影響を与える規模ではなく、希薄化の規模も合理的であると判断しまし

た。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項なし
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
割当前の
所有株式数
(株)

割当前の
総議決権数に
対する所有
議決権数の
割合(％)

割当後の
所有株式数
(株)

割当後の
総議決権数に
対する所有
議決権数の
割合(％)

メリルリンチ日本証券
株式会社

東京都中央区日本橋一丁目４番
１号　日本橋一丁目三井ビル
ディング

― ― 2,500,000 10.40

永野　恵嗣 東京都世田谷区 1,770,100 8.22 1,770,100 7.37

扶桑薬品工業株式会社
大阪市中央区道修町１丁目７番
10号

640,000 2.97 640,000 2.66

BBH FOR OPPENHEIMER
GLOBAL OPPORTUNITIES
FUND
(常任代理人株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行)

6803 S TUCSON WAY,
CENTENNIAL, COLORADO, 80112,
United States

491,200 2.28 491,200 2.04

株式会社アイル 板橋区小豆沢２丁目20－10 400,000 1.86 400,000 1.66

PERSHING-DIV. OF DLJ
SECS. CORP.
(常任代理人シティバ
ンク銀行株式会社)

ONE PERSHING PLAZA JERSEY
CITY NEW JERSEY U.S.A.

340,000 1.58 340,000 1.41

CBHK-KOREA
SECURITIES
DEPOSITORY-DAISHIN
(常任代理人シティバ
ンク銀行株式会社)

34-6, YEOUIDO-DONG,
YEOUNGDEUNGPO-GU, SEOUL,
KOREA

320,300 1.49 320,300 1.33

CYPRESS JAPAN合同会
社

中央区日本橋本石町２丁目１－
１

320,000 1.49 320,000 1.33

楽天証券株式会社 世田谷区玉川１丁目14番１号 286,100 1.33 286,100 1.19

株式会社SBI証券 港区六本木１丁目６番１号 263,500 1.22 263,500 1.10

計 ― 4,831,200 22.44 7,331,200 30.50
 

(注) １．「割当前の所有株式数」及び「割当前の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成28年10月31日現

在の株主名簿上の株式数によって算出しております。

２．「割当前の総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割

合」は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

３．「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、「割当後の所有株式数」に係る議決権の数を、

「割当前の総議決権数に対する所有議決権数の割合」の算出に用いた総議決権数に本新株予約権の目的であ

る株式に係る議決権の数を加えた数で除して算出しております。

４．割当予定先であるメリルリンチ日本証券の「割当後の所有株式数」は、割当予定先が、本新株予約権の行使

により取得する当社株式を全て保有した場合の数となります。別記「１　割当予定先の状況　ｅ．株券等の

保有方針」欄に記載のとおり、割当予定先は本新株予約権の行使により取得する当社株式を長期間保有する

意思を有しておりません。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項なし

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項なし

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項なし

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項なし
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１ 【公開買付けの概要】

 

該当事項なし

 
第２ 【統合財務情報】

 

該当事項なし

 
第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約】

 

該当事項なし
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第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類をご

参照下さい。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第12期(自平成27年５月１日　至平成28年４月30日)平成28年７月29日関東財務局長に提出

 

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第13期第１四半期(自平成28年５月１日　至平成28年７月31日)平成28年９月14日関東財務局長に提出

 

３ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第13期第２四半期(自平成28年８月１日　至平成28年10月31日)平成28年12月15日関東財務局長に提出

 

４ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第13期第３四半期(自平成28年11月１日　至平成29年１月31日)平成29年３月15日関東財務局長に提出

 
５ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日(平成29年４月18日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び企

業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成28年７月29日に関東財務

局長に提出

 

６ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本届出書提出日(平成29年４月18日)までに、金融商品取引法第24条の５第４項及び企

業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号の規定に基づく臨時報告書を平成28年９月16日に関東財務局長

に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】

　

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書(以下「有価証券報告書等」といいます。)に記載

された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本届出書提出日(平成29年４月18日)までの

間において生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本届出書提出日(平成29年４

月18日)現在において変更の必要はないと判断しております。

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

 

株式会社スリー・ディー・マトリックス　本店

(東京都千代田区麹町三丁目２番４号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第四部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし

 

第五部 【特別情報】

 

第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項なし
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